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1	 はじめに

　生物多様性※ 1 や自然資本※ 2 が重要な課題である

と認識され、具体的な対応策等の検討が行われてい

る。世界の総 GDP の半分以上に相当する 44 兆ド

ルの経済価値創出が、自然資本や生態系サービスに

中～高程度で依存しており、生物を直接利用してい

る農業・漁業・食品製造業などの産業だけでなく、

近年は化学産業や小売業などの幅広い業界において

も生態系サービスが経済活動の基盤となっている

ことが指摘されている※ 3。国際的には、2021 年の

G7 サミットの自然協約において、2030 年までに

生物多様性の損失を止めて回復軌道に乗せる「ネイ

チャーポジティブ」という目標に向けて、陸域と海

域の 30％以上を保全するという「30by30」に取り

組むことが合意され、国家としての方針・数値目標

の策定や取り組みの具体化が進んでいる。日本でも

「30by30 ロードマップ」が策定され、国・都道府

県が指定する保護地域の拡張や、私有地等を活用し

た保全の推進方法として「保護地域以外で生物多様

性保全に資する地域（OECM）」の検討が進んでいる。

また、企業に対しても気候変動分野と同様に、生物

多様性・自然資本に関する情報開示を求める声が上

がっており、生物多様性に関する取り組みは官民を

問わず具体化しているといえる。

　保全対策を具体化する上で重要視されているのは

地域性である。これは地域によって自然的・社会的

条件が異なるため、固有種の存在など、生物多様性

の状況における地域差が非常に大きいことが要因で

ある。このため、地方自治体が生物多様性保全にお

いて果たすべき役割は重要であり、地域一体となっ

た取り組みを強化する段階にきている。

　上記のような認識のもと、本稿では、生物多様性

に関する今般の議論を整理するとともに、生物多様

性の効果的な保全活動のために地方自治体に求めら

れる取り組みについて提言を行う。

2	 生物多様性に関する現在の議論

　生物多様性に関する国レベルの議論として最も注

目されているのは、国連生物多様性条約締約国会議

（CBD-COP）である。1992 年に生物多様性条約

（CBD）が採択されて以降、生物多様性条約の締約

※ 1　すべての生物（陸上生態系、海洋そ
の他の水界生態系、これらが複合した生
態系その他生息または成育の場のいかん
を問わない）の間の変異性をいうものと
し、種内の多様性、種間の多様性および
生態系の多様性を含む
※ 2　再生可能および非再生可能な天然
資源（植物、動物、大気、水、土壌、鉱
物など）のストックであり、それらが組み
合わさって、人々に利益の流れをもたらす
もの
※ 3　世界経済フォーラム（WEF）レポー
ト「自然関連リスクの増大：自然を取り巻
く危機がビジネスや経済にとって重要で
ある理由」（2020 年 1 月）
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国である 196 カ国・地域※ 4 によって継続して検討

が行われており、2010 年の CBD-COP では、利益

の公平かつ衡平な分配や資源提供国の事前同意等を

定めた「名古屋議定書」、また、森林等の損失速度

を半減させるなどの具体的な数値目標を含めた「愛

知目標」が採択された。現在は「ポスト 2020 生物

多様性枠組」の内容が検討されており、そのドラフ

トには政府機関のみならず、地方自治体や市民団体

等を含んだ社会全体による包括的アプローチが求め

られるほか、30by30、ネイチャーポジティブ、外

来種の定着率の 50％削減、環境への養分流出の半

減といった具体的な数値目標も記載されている。さ

らに、こうした生物多様性・自然資本に関する動き

は CBD-COP 以外の会合の場にも波及している（図

表１）。

　こうした動きを受け、日本政府においても次期生

物多様性国家戦略の検討が行われている。また企業

や消費者の生物多様性保全の動きを加速させるため

に「2030 生物多様性枠組実現日本会議（J-GBF）」

が設立されたり、30by30 目標達成に向けた活動を

広げるために地域・企業・団体等による「生物多様

性のための 30by30 アライアンス」が発足したり

と、目標達成に貢献するための具体的な取り組みも

始まっている。特に、OECM については生物多様性

の保全が図られている区域を「自然共生サイト」（仮

称）として認定する仕組みの運用が 2023 年に開始

する予定であるため、30by30 への動きは来年から

さらに加速すると考えられる。

　また、地方自治体では、地域における生物多様性

保全に関する方針を示すものとして「生物多様性地

域戦略」を策定している。2008 年に施行された生

物多様性基本法において、都道府県および市町村に

よる生物多様性地域戦略策定の努力義務が課されて

おり、都道府県レベルでは 2021 年に全 47 都道府

県で策定された（ただし、10 府県については、環

境基本計画等に含む形で策定されている）。

  図表 1	 生物多様性・自然資本に関する国際的な動き

  出所）公開情報より NRI 作成

※ 4　2021 年時点の加盟国・地域数（欧
州連合〔EU〕とパレスチナを含む）
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3	 生物多様性地域戦略の高度化

　地域によってさまざまな特徴を持つ生物多様性を

効果的に保全していくためには、地域の生態系等の

実態を考慮した保全施策を行っていくことが必要で

あり、そのためには、地方自治体が地域の生態系に

応じた施策を示すことが重要である。前述のとおり、

すでに地方自治体の生物多様性地域戦略において保

全計画等が示されているが、今後、現在検討が進め

られている次期生物多様性国家戦略にあわせて生物

多様性地域戦略の改定を行い、保全計画等の具体性・

実効性を高める必要がある。そこで、生物多様性地

域戦略の高度化に向けたアプローチについて提言し

たい。

1）	 保全施策の方向性の明確化

　それぞれの地方自治体内でも地域によって多様な

生態系が存在しているため、生物多様性地域戦略

の具体性・実効性を高めるためのポイントとして

は「どの地域で（Where）」「どの生態系や生物種を

（What）」優先的に保全するかという方向性を明確

化し、その上で「どのような（How）」保全施策を

行うかを決定することが挙げられる。地方自治体が

生物多様性保全の方向性を示すことで、地方自治体

自身が一貫性を持った保全施策を行えるようになる

だけではなく、企業や地域住民等にも地方自治体の

方針に基づいた行動を促し、地域が一丸となった効

果的な生物多様性の保全活動につながるのである。

　「どの地域で（Where）」を示す方法としては「ゾー

ニング」が挙げられる。「ゾーニング」では、地域

ごとの生態系等の特性を踏まえ、優先して保全を行

うべき重要エリアや、各エリアで特に重視すべき対

策、影響の大きい物質排出や資源利用などの注意す

べき行動を特定する。ゾーニングに基づく区域ごと

に生物多様性保全の優先度を評価するなど、エリア

ごとの情報を整備することによって、地方自治体に

おける保護地域の候補選定や、地域開発を行う際の

環境アセスメントを効果的に行うことが可能とな

る。

　「どの生態系や生物種を（What）」を示す方法と

しては「シンボル設定」が挙げられる。「シンボル

  図表 2	 都道府県における生物多様性地方戦略の記載項目

  出所）環境省「生物多様性地域戦略データベース」（2022 年 8 月時点）より NRI 作成
		  https://www.env.go.jp/nature/biodic/lbsap/review.html

https://www.env.go.jp/nature/biodic/lbsap/review.html
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設定」では、生物群集や生態系に及ぼす影響が大き

い種や、地域の生態系の象徴的な存在である種をシ

ンボルとして設定する。当該地域で優先的に保全を

行うべきシンボルを設定することで、地方自治体に

おける施策全体の実効性を高めることができる。

　しかしながら、47 都道府県の生物多様性地域戦

略では、保全・管理の施策※ 5 や、生態系サービス

利用の施策※6、基盤的施策（生物多様性保全を行う

ための体制・財政の確保等）※ 7 といった、生物多

様性に関連する施策・取り組みはほぼすべてで記載

されている一方で、ゾーニングやシンボル設定につ

いてはほとんどの都道府県において示されていない

（図表２）。

　以下では、地域に適した生物多様性保全の方向性

を明確化するためのゾーニングやシンボル設定につ

いて、都道府県の先行事例を紹介する。

（1）ゾーニング

　ゾーニングを行う方法としては地域を一定の面積

で細かく分割する方法と、地域の持つ生態的な特徴

で分割する方法が挙げられる。生物多様性地域戦略

におけるゾーニングの優れた事例として、沖縄県と

和歌山県の事例を紹介したい。

　沖縄県では「生物多様性保全利用指針 OKINAWA」

  図表 3	 生物多様性保全利用指針OKINAWAにおける生物分類群ごとの保全優先度と環境カルテ

  出所）	沖縄県環境部自然保護課「生物多様性保全利用指針 OKINAWA」（H31 暫定版）
		  https://biodiversity.okinawa/guide/index.html

※ 5　自然環境に関する調査や、希少種・
絶滅危惧種対策、外来種対策等、生物多
様性の保全や管理に係る施策
※ 6　生態系を活用した防災・減災（Eco-
DRR）や、エコツーリズム、他産業への活
用など、生態系サービスの利活用に係る
施策
※ 7　生物多様性に関する拠点の設置や、
人材育成、普及啓発など、生物多様性に
関する活動を行うための基盤形成に係る
施策

https://biodiversity.okinawa/guide/index.html
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の策定を進めており、現在ホームページ上で沖縄島

編、八重山編、宮古・久米島編の暫定版が公開され

ている。この中では、希少種や外来種といった動植

物の推定分布マップを踏まえ、対象区域をメッシュ

状に分割した生物分類群ごとの保全優先度マップの

作成および優先保全地域のランク付けが行われてい

る。また、陸域および海域について、当該地域の環

境条件や自然環境の保全・利用における留意事項を

示した「環境カルテ」が作成されている（図表３）。

このように詳細なデータを収集・活用することで、

例えば希少種のモニタリングを行う場所や、外来種

と希少種の分布状況の重なり等から優先して外来種

対策を行う地域を特定することにつながり、地方自

治体が予算を効率的に使用して希少種の保全や外

来種対策といった施策を行うことができるように

なる。また、企業もリゾート開発等の事業のアセス

メントの精度の向上や、自社が事業上関連している

保全優先度が高いエリアでの対策の検討が可能にな

り、環境への負荷を最小限に抑えられるため、地域

全体の生物多様性の保全を促進することができるよ

うになる。

　和歌山県の生物多様性地域戦略である「生物多様

性和歌山戦略」では、多くの河川が流れていること

を踏まえ、流域を単位としたゾーニングが行われて

おり、県内が六つの区域に分類されている。生物の

中には、川を遡上（そじょう）したり、川と周辺の

山林を行き来したりするなど移動性の強いものや、

汽水域等の微妙なバランスで成り立っている環境に

生きているものも多い。このような生物を保全する

ためには、単に特定のエリアのみを保全するのでは

なく、川やその水源となる周辺の山林および水を利

用している水田などを含めた流域一体の保全方針を

検討することも効果的である。また、各流域や関連

するエリア（森林、里地、河川・湖沼、里海）ごと

に生態系の現状や取り組まれている施策と課題等に

ついて記載されている。企業にとっては、当該エリ

アで行っている事業活動が貴重であるとされている

生物種に依存・影響しているのであれば、優先的に

対応する必要があると容易に判断することができ

る。

（2）シンボル設定

　シンボル設定では、地域の生態調査等に基づき、

生態系への影響が大きい種である「キーストーン種」

や地域で親しまれている種などを「シンボル」とし

て設定する。「キーストーン種」をシンボル設定し

て重点的に保全活動を行うことで、地域の保全を効

果的に進めることができる。また、地域で親しまれ

ている種などを「シンボル」として施策展開するこ

とによって、地域住民等への生物多様性保全施策の

浸透にもつながる。

　しかしながら、現状では、生物多様性地域戦略に

おいて「シンボル設定」を実施している都道府県

は 3 県のみと少なく、企業や市民団体等が特定生物

を対象とした保全活動としてシンボル設定している

ことの方が多い。地方自治体が取りまとめ役となっ

て「キーストーン種」等をシンボル設定することで、

そうした保全活動を散発的なものとせず、複数主体

が同じシンボルに関する保全活動を行えるようにな

り、効果的な生物多様性保全活動につながることが

期待される。

2）	 企業や地域住民に対する三つのアプローチ

　生物多様性に関する施策の中には、地方自治体自

身が活動主体となる保護地域の設定などの施策のほ

か、企業や地域住民の取り組みを促進する施策もあ

る。企業や地域住民への有効なアプローチ方法とし

て、規制・誘導支援・情報提供の三つの施策が挙げ
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られる（図表４）。

　規制施策とは、生物多様性に有害であると考えら

れる行動を地方自治体が独自に規制するもので、特

定の化学物質の排出や化学物質を含んだ商品の使用

等を独自に規制するといったものがある。例えば米

国ハワイ州では、観光資源として重要なサンゴを保

全するためにオキシベンゾンやオクチノキサートを

含んだ日焼け止めの使用を禁止している。

　誘導支援施策とは、企業や地域住民等が生物多様

性保全に貢献するように補助金や表彰・認証等のイ

ンセンティブを付与し、行動変容を促すものであ

る。企業に対する誘導支援策の例としては滋賀県で

行われている「しが生物多様性取組認証制度」が挙

げられる。この制度では、生物多様性の保全と自然

資源の持続的な利活用に取り組む事業者を認証して

おり、4 年間で 100 件以上の事業者や団体等の認

証を行っている。また、地域住民への誘導支援策と

しては、高知県は「生物多様性こうち戦略推進リー

ダー養成講座」を開催し、受講した地域住民等を生

物多様性の保全や普及に携わる「生物多様性こうち

戦略推進リーダー」として登録している。また、地

域住民の関心を高めるために「さがそう、身近な生

物多様性フォトコンテスト」を開催するなど生物多

様性を身近に感じることができる取り組みを行って

いる。

　情報提供施策については、さまざまな都道府県が

生物多様性地域戦略に関する広報活動を行っている

が、ここでは千葉県と長野県の取り組みを紹介した

い。千葉県では、県内の生物多様性に関する情報を

一括管理・提供することを目的に「生物多様性セン

ター」を発足させている。官民を問わず多くのステー

クホルダーが存在している生物多様性の保全におい

  図表 4	 都道府県における生物多様性の保全に資する取り組み例

  出所）	公開情報より NRI 作成
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ては、情報が散逸することが多いため、都道府県単

位で情報を集約することは有効な施策である。また、

長野県では「人と生きものパートナーシップ推進事

業」として、県内の保全団体と企業等のマッチング

を行っている。保全活動の支援を希望する保全団体

に、資金援助や技術提供等で支援することができる

企業をマッチングさせることで、都道府県内の保全

活動をより活発化することができる。

　本章では、これらの取り組みをより効果的に行っ

ていくために、自治体が明確化した方向性に基づく

施策を、企業や地域住民等の「民」と連携しなが

ら実施していくことが重要であるということを述べ

た。最後に、これらの各種取り組みを総合的に展開

している例として、愛知県の事例を紹介したい。

　愛知県の生物多様性地域戦略「あいち生物多様性

戦略 2030」では、県内を生態系の特徴ごとに六つ

に分類（ゾーニング）した上で、生態系ごとに県

の行動計画と、企業や地域住民に期待される取り組

み例を示している。行動計画の一部には、アカウミ

ガメといった特徴的な生物の保全の重要性に言及し

（シンボル設定）、企業や地域住民にも自身が関連し

ているエリアに応じた保全の方向性を示している。

さらに、具体的な施策でも、生物多様性の保全や持

続可能な利用に関する取り組みを行う企業や地域住

民、教育機関等を表彰する「あいち・なごや生物多

様性ベストプラクティス」（誘導支援施策）や、県

内のエリアごとに設立した「生態系ネットワーク協

議会」による普及啓発事業（情報提供施策）などを

行うことで、地域一帯となって生物多様性の保全に

取り組んでいる。

　内閣府が 2022 年 7 ～ 8 月に実施した世論調査に

よると「生物多様性」という言葉を知っている人が

７割に達するなど、認知度は高まっているものの、

5割が生物多様性の保全に貢献する行動について「何

をしたらよいのか、よくわからない」と回答している 
※8。地方自治体が企業や地域住民の取り組む方向性

や具体的な方法を示すことで、企業・地域住民等の

取り組みを促進し、生物多様性の保全活動を大きな

流れにすることができるのではないだろうか。

4	 おわりに

　生物多様性という言葉は 1988 年にうまれ、1992

年には生物多様性条約が採択されるなど、1990 年

前後から活発な議論が行われてきており、現在は地

域での対策を具体化する段階にきている。本稿では、

地域の実態にあわせた効果的な地域戦略の高度化に

向けて「ゾーニング」や「シンボル設定」などによ

る方向性の明確化や、企業や地域住民に対する三つ

のアプローチが重要となることを述べた。

　現在、自然関連財務情報開示タスクフォース

（TNFD）による企業に対し自然関連のリスク・機会

について情報開示を求める枠組みや、具体的な目標

設定・評価のための各種ツールが整備されつつあり、

企業も自然に関するリスクを分析し、対策すること

が求められるようになろうとしている。今後、生物

多様性に関するリスクが企業にとって重要課題とな

れば、地域の生態系を適切に評価し、企業が利用可

能な形でデータを提供している地方自治体が企業に

とっても魅力的となり、自治体内の経済活性化等の

メリットにつながる可能性もある。生物多様性の保

全は、そうした観点からも地方自治体にとって取り

組む意義の大きい社会課題であるといえる。

※ 8　内閣府「生物多様性に関する世論
調査」（2022 年 7 月調査）
https://survey.gov-online.go.jp/
hutai/r04/r04-seibutsutayousei/
index.html

https://survey.gov-online.go.jp/hutai/r04/r04-seibutsutayousei/index.html
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　すべてのプレーヤーがそれぞれの地域の特徴を踏

まえた適切な生物多様性の保全活動を行うことで、

豊かな生物多様性が維持され、ひいてはネイチャー

ポジティブな未来が実現されることを期待したい。

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
Copyright© 2021 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.  


